
税と社会保障の一体改革 課題と展望

宮本太郎（北海道大学）

２０１１年１２月９日
社会保障の明日を考えるシンポジウム ｉｎ 北海道



１ 税と社会保障の一体改革の流れ

自民党政権期

２００８年 社会保障国民会議 ６月「中間報告」１１月「最終報告」

２００９年 安心社会実現会議 ６月「安心と活力の日本へ」

民主党政権期

２０１０年 社会保障改革に関する有識者検討会 １２月「安心と活
力への社会保障改革」

２０１１年 社会保障改革に関する集中検討会議 ６月素案とりま
とめ ６月３０日 成案



２ 各国の社会的支出 推移



主要国失業率の推移
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４ 人生後半に集中していた日本の社会的支出



８４４２万

２５７６万

６７４０万

３６６７万

１５歳から６４歳人口

６５歳以上人口

２００５年 ２０５５年

５ 「肩車」できるのか？ 社会の持続困難

４５９５万

３６４６万

２０３０年

人口予測は社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口から

４ 「分子」を軽くする
医療費

・年金削減等
（望ましい手段
ではない）

３ 「分子」を「分母」に
高齢者の社会参加

１ 「分母」を強くする
女性就業率の向上
若年層就労支援
労働生産性上昇
出生率引き上げ

２ 「支える」ことの
事業化

「土建国家」から
「保健国家」へ
医療と介護の
イノベーション



６



７



オーストラリア

カナダ

デンマーク

フランス

ドイツ

イタリア

日本

スウェーデン

イギリス

アメリカ

OECD ‐平均

８ 社会的支出の動向 現金給付
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９ 社会的支出の動向 サービス給付



y = 0.7957x + 7.98
R² = 0.0818
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１０ サービス給付の割合とＧＤＰ成長率



教育

家族

失業

加齢・体と
こころの
弱まり

Ⅰ Ⅳ雇用

１１ 参加保障の４つの橋

４つの橋の例
Ⅰ 生涯教育、高等教育
Ⅱ 保育、介護サービス
Ⅲ 福祉的就労、中間的就労

職業訓練
Ⅳ 障がい者福祉

高齢者ケア

Ⅱ

３つのステップ
①全世代対応型生活保障への

転換
②参加保障への転換
③供給体制の分権化・多元化

地域社会



１２ 社会保障改革と税源



１３ 北大・道新世論調査１



１４ 北大・道新世論調査２



１５ 北大・道新世論調査３


